
職員の再就職先の公表について 

 

職員の再就職については、これまで、民間企業に再就職した場合の県への営

業活動の自粛や、高知県職員退職予定者人材バンクの設置による退職予定職員

の情報提供手続きの透明性と公平性の確保等に取り組んできたところです。 

こうした取り組みの一環として、職員の再就職に関する透明性、公正性をさ

らに高めるため、「職員の再就職先の公表等について（副知事通知）」を施行し、

平成１９年１２月１０日より、退職時に管理職の職にある職員（退職時に管理

職手当の支給を受けている職員及びこれに相当する派遣職員。以下「管理職員」

という。）は、退職後２年を経過するまでの間、再就職する際に県に再就職に係

る届出書を提出することとして、管理職員の再就職状況を公表しています。 

この度、上記の副知事通知に基づき管理職員の再就職の状況を別添のとおり

取りまとめましたので、公表します。 

  

【概 要】 

平成２４年度（平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日までの間）に退職した管

理職員の総数は４６人。うち再就職に係る届出書の提出のあった者（再就職先の役職を離

職している者を除く。）は２９人（６３．０％）。再就職先の区分ごとにみると、多い順に、

財団法人・社団法人及びその他の非営利法人がそれぞれ８人（２７．６％）、営利法人６人

（２０．７％）、その他４人（１３．８％）、地方公共団体２人（６．９％）、国１人（３．

４％）となっている。県が出資している団体への再就職は２９人中８人（２７．６％）。 

平成２５年度（平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間）に退職した管

理職員の総数は４０人。うち再就職に係る届出書の提出のあった者は３１人（７７．５％）。

再就職先の区分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人１２人（３８．７％）、営利

法人９人（２９．０％）、その他の非営利法人６人（１９．４％）、その他３人（９．７％）、

地方公共団体１人（３．２％）となっている。県が出資している団体への再就職は３１人

中１３人（４１．９％）。 

全体では、退職した管理職員の総数は８６人。うち再就職に係る届出書の提出のあった

者は６０人（６９．８％）。再就職先の区分ごとにみると、多い順に、財団法人・社団法人

２０人（３３．３％）、営利法人１５人（２５．０％）、その他の非営利法人１４人（２３．

３％）、その他７人（１１．７％）、地方公共団体３人（５．０％）、国１人（１．７％）と

なっている。県が出資している団体への再就職は６０人中２１人（３５．０％）。 
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